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 内閣総理大臣は、金融機関等から経営強
化計画等の提出を受けたときは、例外なく、
金融機能強化審査会の意見を聴かなければ
ならないこととする。（第十六条、第二十七
条、第三十四条の三、第三十四条の二十一
関係）
 預金保険機構は、金融機関等の金融機能
の強化を図るために必要がある場合には、
金融機能強化業務に必要な財源に充てるた
め、内閣総理大臣及び財務大臣の認可を受
けた金額を金融再生勘定から金融機能強化
勘定に繰り入れることができることとす
る。（第四十五条の二関係）
 その他所要の規定の整備を行う。

第２ 金融機関等の組織再編成の促進に関する特
別措置法の一部改正
１ 「組織再編成」の定義について、第１の３
と同様の改正を行う。（第二条関係）
２ 金融機関等が経営基盤強化計画の認定の申
請をする期限を廃止して当分の間の措置とす
る。（第三条関係）
３ その他所要の規定の整備を行う。
第３ 協同組織金融機関の優先出資に関する法律
の一部改正
１ 協同組織金融機関が資本金等の額を減少し
て公的優先出資以外の一般の優先出資を消却
することを可能とする。（第十五条、第四十四
条関係）
２ １の資本金等の額の減少をする協同組織金
融機関の債権者等の保護を図るための規定を
整備する。（第四十四条の二～第四十四条の四
関係）
３ その他所要の規定の整備を行う。
第４ 施行期日等
１ この法律は、公布の日から起算して三月を
超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。ただし、申込み等の期限を延長す
る第１の１及び２並びに第２の２に係る
規定は公布の日から施行する。（附則第一条関
係）
２ この法律の施行に際し必要な経過措置等を
定めるとともに、関係法律について所要の改
正を行う。（附則第二条～第二十一条関係）
３ この法律の施行の状況等に関する検討規定
を設ける。（附則第二十二条関係）

２ 農林中央金庫の出資手続の緩和
 農林中央金庫は、認可対象会社のうち業務
高度化等会社（一定の業務高度化等会社を除
く。以下同じ。）であって、農業生産の増大そ
の他の地域における農林水産業の持続的な発
展に資する業務を専ら営む国内の会社（以下
「特定会社」という。）について、農林中央金
庫又はその子会社が合算して特定会社の基準
議決権数を超える議決権を保有するとき（農
林中央金庫が当該特定会社を子会社とすると
き等を除く。以下「農林中央金庫等が特定会
社の議決権を保有するとき」という。）は、農
林中央金庫が農林中央金庫及び特定会社の業
務の健全かつ適切な運営を損なうおそれがな
いと認められるものとして定める基準に適合
する場合に限り、あらかじめ、主務大臣の認
可を受けることを要しないこととする。（第七
十二条第十七項関係）
 農林中央金庫は、により、農林中央金庫
等が特定会社の議決権を保有するときは、あ
らかじめ、主務大臣に届け出なければならな
いこととする。（第七十二条第十八項関係）
 は、農林中央金庫又はその子会社の担保
権の実行による株式又は持分の取得その他の
事由により、農林中央金庫等が特定会社の議
決権を保有するときは、農林中央金庫がの
基準に適合する場合に限り、適用しないこと
とする。ただし、農林中央金庫は、引き続き
その基準議決権数を超える議決権を保有する
ことについて主務大臣に届け出た場合を除

き、当該特定会社が当該事由の生じた日から
一年を経過する日までに農林中央金庫又はそ
の子会社が合算してその基準議決権数を超え
る議決権を保有する会社でなくなるよう、所
要の措置を講じなければならないこととす
る。（第七十二条第十九項関係）
 農林中央金庫は、又はによる届出をし
た特定会社について、当該特定会社が特定会
社以外の業務高度化等会社となったことその
他の事実を知ったときは、引き続きその基準
議決権数を超える議決権を保有することにつ
いて主務大臣の認可を受けた場合を除き、こ
れを知った日から一年を経過する日までに農
林中央金庫又はその子会社が合算してその基
準議決権数を超える議決権を保有する会社で
なくなるよう、所要の措置を講じなければな
らないこととする。（第七十二条第二十項関
係）

３ 農林中央金庫の理事の兼職・兼業制限の緩和
 農林中央金庫の業務執行理事（代表理事、
代表理事以外の理事であって理事会の決議に
よって農林中央金庫の業務を執行する理事と
して選定されたもの又は農林中央金庫の業務
を執行したその他の理事をいう。以下同じ。）
等でない非常勤の理事（以下「非常勤非業務
執行理事」という。）については、報酬を得て
他の職務に従事し、又は事業を営むことを可
能とする。（第二十四条の五第一項関係）
 非常勤非業務執行理事が自己又は第三者の
ために農林中央金庫の業務の部類に属する取
引をしようとするときは、経営管理委員会に
おいて、当該取引につき重要な事実を開示し、
その承認を受けなければならないこととす
る。（第三十条第二項第三号関係）
 非常勤非業務執行理事がに違反して取引
をしたときは、当該取引によって非常勤非業
務執行理事又は第三者が得た利益の額は、非
常勤非業務執行理事が農林中央金庫に対し賠
償責任を負う損害の額と推定することとす
る。（第三十四条第三項関係）
 農林中央金庫は、業務執行理事以外の理事、
監事又は会計監査人（以下「非業務執行理事
等」という。）が職務を行うにつき善意でかつ
重大な過失がない場合における当該非業務執

行理事等の農林中央金庫に対する損害賠償責
任の限度額について、一定の額とする旨の契
約を非業務執行理事等と締結することができ
る旨を定款で定めることができることとす
る。（第三十四条第九項関係）
 農林中央金庫の営む業務と実質的に競争関
係にある業務を営み、又はこれに従事する者
について、非常勤非業務執行理事への就任を
可能とする。（第四十二条関係）

４ 罰則
所要の罰則規定を設けることとする。（第百条
第一項関係）
５ その他
その他所要の規定の整備を行うこととする。

６ 施行期日等
 この法律は、一部の規定を除き、公布の日
から起算して六月を超えない範囲内において
政令で定める日から施行する。（附則第一条関
係）
 所要の経過措置を定める。
 農林中央金庫法の改正に伴い、協同組織金
融機関の優先出資に関する法律について所要
の改正を行う。

◇農林中央金庫法の一部を改正する法律（法律第
十六号）（農林水産省）
１ 農林中央金庫の目的及び業務の見直し
 目的規定について、協同組織及び「これら
を構成する者」のために金融の円滑を図るこ
ととする。（第一条関係）
 目的達成のために営むものとする業務とし
て、会員の構成員に対する資金の貸付け等を
加える。（第五十四条第一項関係）
 農林中央金庫は、会員の構成員のために
の業務を営むに当たっては、会員がその構成
員のために行う事業を補完することにより会
員の構成員の事業の発展を図ることを旨とす
るものとする。（第五十五条の二関係）

◇農業近代化資金融通法の一部を改正する法律
（法律第十七号）（農林水産省）
１ 貸付対象者の追加
農業近代化資金の貸付対象者として、農林中
央金庫が主たる出資者等となっている団体又は
法人で政令で定めるものを加える。（第二条第一
項第四号関係）
２ 貸付金合計額の最高限度額の引上げ
農業近代化資金の貸付金合計額の最高限度額
について、農業者で政令で定めるものに貸し付
ける場合にあっては二億円から七億円に、その
他の農業者に貸し付ける場合にあっては四千万
円の範囲内で政令で定める額から二億円の範囲
内で政令で定める額に引き上げる。（第二条第三
項第一号関係）
３ 施行期日
この法律は、公布の日から起算して一年を超
えない範囲内において政令で定める日から施行
する。（附則関係）

           
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